
京都大学・工学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

基盤研究(A)（一般）

2023～2019

福島県の山間村落を対象とした森林除染の必要性と実現可能性に関する検討

Study on the necessity and feasibility of forest decontamination for mountain 
villages in Fukushima Prefecture

４０１８２８５２研究者番号：

米田　稔（Yoneda, Minoru）

研究期間：

１９Ｈ０１１６４

年 月 日現在  ６   ６   ３

円    34,200,000

研究成果の概要（和文）：福島第一原発事故で放射能汚染された地域の復興では、森林活動の復活が欠かせな
い。 本研究では、福島県双葉郡川内村を主たる対象地域として、森林を活用した復興のあり方を実現すること
を目指して以下の研究成果を得た。１）森林を活用した住民の生活時間パターンの把握とそのパターン毎の被曝
量評価を行い、パターンの変化による被曝量変化は小さいことを示した。２）現地での天地返し法を主たる除染
法とした線量削減効果の評価を行い、除染廃棄物を生じない除染法として天地返しが森林域でも有効であること
を示した。３）様々な健康リスクを考慮した森林活用健康生活モデルを評価し、被曝よりも運動量低下のリスク
の方が大きいことを示した。

研究成果の概要（英文）：The revival of forestry activities is essential for the reconstruction of 
areas contaminated by radioactive fallout from the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant accident. 
In this study, we aimed to realize a reconstruction method utilizing forests in Kawauchi Village, 
Fukushima, and obtained the following research results: 1) We identified the living time patterns of
 residents utilizing forests and evaluated the radiation dose for each pattern, and found that the 
change in exposure dose due to changes in the patterns was small. 2) We evaluated the dose reduction
 effect of the replacement of surface soil with subsoil as the main decontamination method, and 
showed that it is effective in forest areas as a decontamination method that does not generate 
decontamination waste. 3) We evaluated a forest utilization healthy lifestyle model that takes into 
account various health risks, and showed that the risk of reduced physical activity is greater than 
that of exposure to radiation.

研究分野：環境リスク工学

キーワード： 放射性Cs　森林除染　実現可能性　天地返し　線量削減モデル　川内村　アンケート調査　健康リスク

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は国が踏み込むことを躊躇している森林除染という大きな課題に対し、自然科学的観点からのみでなく、
社会科学的観点と医学的観点からも同時に取り組もうとする点に学術的独自性を持っている。研究組織は森林生
態系、工学的対策、放射能汚染廃棄物、健康リスク評価などの専門家からなり、様々な視点からの除染事業の有
効性検討が可能であった。研究成果として、実際の村有林の現実的な除染事業を提案することなども可能となっ
ている。経済性との兼ね合いなどで研究舞台とした福島県川内村での除染事業実施にはいたらなかったが、同様
の評価は他地域の森林を活用した復興事業にも活用でき、実際の山村地域の復興加速化に貢献する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 2011 年 3 月 11 日の福島第一原発事故による放射能汚染のため、福島県の多くの地域で避難
を余儀なくされたが、放射能の環境中での自然減衰や除染事業によって、避難指示が解除され、
多くの住民が帰村しつつある地域も多い。例えば双葉郡川内村では約８割の住民の帰還が完了
しているが、事故前の状況とは大きく異なっている。その最も大きな因子は村の全面積の 87.9%
を占める森林の除染が行われていないことであり、森林の利用が進まないことが、復興の進捗が
思うように進まない大きな原因となっている。川内村の場合、平成 25年に策定した第四次川内
村総合計画においても、環境、産業の両視点から森林の除染・復興が必要であることが指摘され
ている。しかし、森林の除染は居住地域近傍を除いては実質上実施されていない。その理由とし
ては、まず、森林の面積があまりにも広大であり全域を除染することは不可能であること、周り
の山々も汚染されている状況下で一部の森林を除染する効果がどれほどあるか不明であること、
除染後に周辺から再び放射性 Csが移動してきて汚染してしまう可能性があること、天地返しし
ても雑草や森林が吸収し地表に再循環してしまう可能性があり将来の線量が不明であること、
除染した場合としなかった場合での森林を活用する上での健康影響が不明確であること、など
様々なことがある。これらの疑問への回答を明らかとし、森林の活用を再開することなくして、
福島第一原発事故による避難地域の十分な復興は有り得ないと言っても過言ではない。 
 
２．研究の目的 
本研究では背景に述べた種々の疑問への回答を研究し明らかにすることで、村の復興に貢献す
ることを目的とし、具体的には以下の研究目的を設定した。 
(1) 森林を中心とした生活時間パターンを把握し、合理的被ばく管理手法を構築する。 
(2) 様々な健康リスクを考慮して、森林活用健康生活モデルを提案する。 
(3) 天地返し法を主たる除染法として森林除染を実施した場合の、線量削減効果を評価する。 
(4) 村有林を活用した実際の除染事業の内容を、その有効性評価とともに川内村に提案する。 
 
３．研究の方法 
 本研究の内容は大きく分けて上記４つの研究目的(1)〜(4)に対応した研究課題１〜４からな
る。しかし、それぞれの研究課題の内容は他の研究課題の成果にも関係しており、各研究課題が
完全に独立しているわけではない。特に研究課題１と２の内容は密接に関係している。 
研究課題１．森林を活用した住民の生活時間パターンの把握とそのパターン毎の被曝量評価 
 川内村における住民の生活時間の使い方を震災前と最近とを比較する形で、アンケート調査
によって明らかにする。年齢、性別、職業別に、平日と休日、季節毎の平均的な各時間での活動
場所をパターン化し、住民の個人線量評価のための基礎データを得る。村内の各環境における線
量分布を実測値等から設定し、住民の現在の生活時間パターンでの被曝線量、そして住民が震災
前の生活時間パターンにもどした場合の被曝線量を評価し、住民が森林を活用する生活時間パ
ターンにもどした場合にどの程度の線量増加となるのか、また、その最も大きな寄与となるのは
生活の中のどの部分かを明らかにし、除染の必要性などを評価する。本研究では川内村の協力を
得て、被曝量評価に適した全村民の生活時間パターンの調査を行い、統計解析により、年齢、性
別、職業毎の代表的生活時間パターンを算出する。また、村内で屋内外を移動する住民の各個人
線量を評価するための詳細モデルを作成する。川内村全体を含む領域を計算対象領域として、こ
の対象領域を複数の小さな領域に分割する。第一段階として、各小領域の代表的線量を設定し、
人の行動パターンの違いによる被曝量の違いを明らかにする。 
研究課題２．様々な健康リスクを考慮した森林活用健康生活モデルの提案 
 研究課題１による住民らの生活時間パターン把握と並行して、生活時間パターンの変化に対
応した被曝線量変化の把握、その健康影響の評価、生活時間パターンの変化に対応した放射線被
曝以外の健康影響の把握とそのリスク評価を行い、森林を利用し、森林とともに生活し生きてい
く上で、医学的に本当に健康的な生活とはどのような生活であるべきかを明らかにする。 
研究課題３．天地返し法を主たる除染法とした線量削減効果の評価 
 森林の除染を実施する場合、除染土などの運搬に多大な労力を要すること、除染土などの処分
が困難であること、除染土の総量が膨大なものになると予想されること、などの条件を考慮する
と、実現可能性を考慮すると現地における天地返しが、現実的には唯一と言ってよい除染手法で
あると考えられる。この場合、当然、除染範囲が広がるほど、また、入れ替える深度が深くなる
ほど線量削減効果は大きくなるが、同時に除染に要する費用や時間が大きくなるというトレー
ドオフが存在する。また、入れ替える深さが不十分な場合、樹木を含めた地上の植物による再吸
収によって、再び放射性 Cs が地表に運ばれる可能性があり、さらに入れ替える土壌によっては、
地表の有機物が減少することによる生態系への影響が大きく、一時的にしても表土が剥き出し
になることによって、土壌流亡や保水能力の低下による洪水への影響も考えられる。さらに地下
との循環によって地表に放射性 Cs が運搬される場合には、入れ替えた土壌において山草やキノ
コなどの生長が再開した場合での土壌からの放射性 Cs の将来にわたる吸収も、考慮する必要が



ある。このため天地返しによる除染方法の技術的条件を確定するために、森林中での Cs の動態
モデルと、点減衰核積分法による空間線量推定モデルを融合させる。 
研究課題４．村有林を対象とする除染事業の提案 
 研究課題１から研究課題３までの結果を総合的に考慮して、川内村村有林において実際に天
地返しによる除染事業を実施した場合の有効性を評価し、除染事業の実施を川内村へ提案する。 
 
４．研究成果 
１）研究課題１および２の成果 
研究課題１と２の内容は密接に関係することから、統合した研究成果として以下に示す。本研
究では居住制限区域を一部含み、1年間全村避難していた福島県川内村の住民を対象にした事故
前後の生活行動時間のアンケート調査結果から性・年齢別の事故前後の生活時間変化を把握し、
外部被ばく線量と被ばく以外の健康リスクへの影響の変化を解析した。また背景情報として国
民健康・栄養調査の個別データを用いて福島県民の生活習慣の変化を評価した。 
福島県川内村の住民を対象に、事故前後の行動分類別の生活行動時間と森林食材摂取量につ
いてアンケート調査を 3 回実施した。1 回目(2018 年 12 月 1 日)に川内村全世帯(1,156 世帯)に
アンケート回答用紙を郵送により実施し、2回目(2019 年 12 月 11 日～15 日)と 3回目(2020 年 1
月 10 日～13 日)に、戸別インタビュー形式で実施した。調査項目は、個人属性項目(性別、年齢、
居住場所、事故前と事故後の職業)、事故前と事故後の 18 種類の行動分類（睡眠、食事・身の回
りの用事、仕事(屋内)、仕事(屋外)、通勤・通学、授業・学校の行事(屋内)、授業・学校の行事
(屋外)、学校、家事(屋内)、家事(屋外)、買い物、移動、くつろぎ・娯楽(屋内)、くつろぎ・娯
楽(屋外)、社会活動、地域活動(屋内)、社会活動、地域活動(屋外)、受診・療養、その他）の生
活時間(夏と冬の平日、休日）、事故前と事故後の森林食材の摂取量である。3回の調査での回答
者合計 260 世帯 460 人であった。また、国民健康・栄養調査の 2001 年度から 2019 年度まで
181,037 人分の個別データを厚生労働省より取得した。震災の影響が異なる岩手県、宮城県のデ
ータは除外した。 

住民の事故前後の生活時間のデータを男女別年齢層別に分類し、行動分類ごとの生活時間変
化を解析した。生活時間にかかわる健康リスクの評価については、外部被ばく線量と、睡眠時間
と座位時間による死亡リスクを評価した。座位時間については、本研究の調査で設定した行動分
類の内座位行動に関わっていると考えられる行動時間を組み合わせて算出した。 

国民健康・栄養調査データを
用いて、震災が起こった 2011
年を境としたコントールあり
分割時系列解析を実施した。福
島県民における、循環器疾患に
関連しうる、食塩摂取、BMI、
高血圧症、糖尿病罹患の変化に
ついて検討した。 

事故前後の生活時間データ
を用いて、現在の生活と事故前
と同じ生活行動をした場合の
年間平均追加外部被ばく量を
計算した結果を図１に示す。年間 0.3 mSv の追加線量であったが、年齢層、事故前後でほとんど
差がない。被ばく以外の健康リスクについては、睡眠時間と座位時間のリスク係数を日本人対象
の研究報告 1）2）をもとに設定した。図 2 と図 3 に睡眠時間と座位時間の変化による全死亡リス
クの変化（現在/事故前）を示す。図 2,3 において 1 より大きい場合はリスクが増加したことを
示す。睡眠時間や座位時間による死亡リスクについては、集団としてのリスクの増加はほぼ認め
られなかった。睡眠時間の変化によりリスクが増加、または減少した参加者が一定数あり、標準
偏差は 0.1 ほどある層があった。 

食塩摂取、BMI、高血圧症罹患割合については震災の前後で福島県民に大きな変化は見られな
かった。糖尿病の罹患割合については、震災後のオッズ比 1.57 [95%信頼区間 1.06–2.34]を示し
た。 
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図 1 年間追加外部被曝量の変化（平均と標準偏差） 



事故前後の生活時間の変化による年間追加外部被曝量へ
の影響を解析した結果、外部被曝量は事故前の生活に戻して
も変化は小さいことがわかった。睡眠時間や座位時間による
死亡リスクについては、集団ではリスクの増加はほぼなかっ
たが、もともと睡眠時間や座位時間に個人差が大きい年齢層
があり、リスクが高い個人も存在していた。短期的には国民
健康・栄養調査の結果から活動量に関係する糖尿病の罹患オ
ッズが上昇したことが示唆された。これらのことから、事故
の後に生活行動に制限をかける必要はなく適切な睡眠時間
や座位時間での生活をすることが推奨される。 

 
２）研究課題３の成果  
放射性Csで汚染された森林の空間線量率の迅速な低下を可
能にする除染方法の検討には、森林の条件変化に応じた空間
線量率変化を定量的に評価する必要がある。本研究では点減
衰核積分法を用いて、森林域における天地返しの効果や降雨
による Cs 流亡の効果などをシミュレートする方法を確立し、
空間線量の将来予測を可能にした。ここで点減衰核積分法と
は体積線源を微小分割し、各微小領域を点線源とみなし、評価
点でそれぞれの点線源からの線量率を合計する手法であ
る。このためには、まず現地調査を行い、次に森林を直方体
の集合でモデル化するための各条件を表すパラメータ値を
設定する。次に土壌中に存在する体積線源を有限個数の点線源で近似するために、簡単な条件で
の線量計算により、線量計算値が安定する点線源の間隔を調べる。次に計算体系の大きさを検討
するため、まず比較的単純な条件での計算により、γ線の直接線がどれだけ遠くから寄与するか
を調べる。更にスカイシャインを考慮するために直接線の影響範囲より広い範囲を設定し、全計
算領域をメッシュ化して直方体の集合で表現し、国土数値情報などを用いて各メッシュの地表
面の標高値を設定する。またメッシュ毎に森林か森林以外かで土地タイプを分類する。次にスカ
イシャインを計算するために、比較的単純な条件での計算により、計算で必要となる散乱点の間
隔を検討する。最後に空間線量の評価点を設定する。本研究では評価手法の汎用性のため、米国
ロスアラモス国立研究所で開発された３次元点減衰核積分法計算コード QAD-CGGP2R に基づく市
販ソフトウェアを利用して計算を行ったが、この計算のために必要となる上述した計算条件を
記述した入力ファイルを自動作成するプログラムを開発した。また、計算精度を落とさずに通常
のパーソナルコンピューターによる計算を可能とするため、メッシュの分割方法や点線源の配
置方法を工夫した。天地返しによる線量低減効果を評価するため、施工する深さ、範囲、各場所
での施工可能割合に注目していくつかのシナリオを設定し、各条件での線量低減効果を評価し
た。その結果、例えば、30.6m×28m の範囲で、上層 20cm と下層 30cm を天地返しした場合、平
均で 70%の線量低減効果があることがわかった。 
さらに Cs の斜面方向の移動量を推定するモデルを作成した。斜面を多数のコンパートメント
に分割し、降雨による土粒子の液相への舞い上がりと、斜面上部から下部への水の移動により、
土粒子中 Cs が斜面上部から下部へ移動すると考え、各コンパートメント中 Cs 量の単位時間当
たり変化を計算することで降雨終了時の各コンパートメント中 Cs 濃度を計算する。そして降雨
が終了すると水中に存在する土粒子が全て固相に戻るとし、降雨を複数回繰り返して Cs の斜面
方向濃度分布を計算する。この計算の際に必要なパラメータの一つに放射能流亡係数（固相中放
射能量の内、流水中に舞い上がる割合）があり、
この係数をまずは土壌中Cs濃度と森林での土壌
流亡量実測値から推定した。しかし空間線量分
布の実測値を再現するための斜面方向Cs濃度分
布の妥当な推定値を得るには、放射能流亡係数
を最初の推定値よりもはるかに大きくし、降雨
により斜面を流れる水の流量に飽和値を設定す
る必要があった。妥当な濃度分布を得るための
放射能流亡係数αの値が最初の推定値よりはる
かに大きくなった理由としては、本研究では
2019 年の土壌中 Cs 濃度分布から放射能流亡係
数の推定を行なったが、原発事故直後は Cs が地
表面付近により多く存在し、降雨による土壌粒
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図 2 睡眠時間変化による全死亡
リスク変化（平均と標準偏差） 

図 3 座位時間変化による全死亡
リスク変化（平均と標準偏差） 
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図４ 飽和透水係数：5.0×10-3(cm/sec)、Cs流
亡深度：0.05(m)の場合の計算結果と、ある斜
面（D列）における実測濃度分布との比較 



子の斜面移動に伴う Cs の移動量が 2019 年よりも大きかった可能性などが考えられた。計算に
より推定された斜面方向 Cs 濃度分布と実測値との比較の例を図４に示す。さらにシミュレーシ
ョン精度を上げるためには、より空間解像度を上げる必要があると考えられた。 
 本研究では、Cs の森林中植物への移行の効果をシミュレートするために必要となる、様々な
植物への Cs 移行係数を求めた。サンプル採集の場所および研究サンプルの選定としては、未除
染の森林で、川内村の人々が以前にキノコの採取に使っていた場所を選定した。福島県双葉郡川
内村大字下河内の針葉樹（主にモミ）と落葉性広葉樹（ミズナラ、コハウチワカエデなど）の針
広混合林(37.341238N, 140.826155E, 標高 620m)である。いわゆるキノコ（担子菌類あるいは子
嚢菌類の子実体）は土壌よりも高濃度の放射性セシウムを蓄積することが知られていることか
ら、これらの菌類の菌糸から栄養塩類と水を吸収して寄生生活をする「菌従属栄養植物」におい
ては、子実体よりもさらに高濃度の放射性セシウムを蓄積していることを期して選定した。用い
た植物はツツジ科のギンリョウソウ（Monotropastrum humile (D.Don) H.Hara）、アキノギンリ
ョウソウ（Monotropa uniflora L.）、シャクジョウソウ（Monotropa hypopitys L.)、そしてラ
ン科のオニノヤガラ（Gastrodia elata Blume）である。 
 植物体は開花期のものを用いた。これらの地上部（花茎）は１箇所の根から複数本が叢生する
ため、根堀で根ごと掘りあげて土を落とし、根が位置する深さを定めた。その結果、前述のツツ
ジ科の 3種では、いずれも根が深さ 5cm に位置した（表面の落葉落枝と未分解の腐植質層を除い
た表土からの深さ）。オニノヤガラでは深さ 15cm に塊茎があった。土壌の採取は、これらの植物
を採取した地点を 30cm 四方で囲むように５点法で採取した。採取にあたっては深さ 5cm（オニ
ノヤガラにおいては根茎があった 15cm）、直径 5cm の円柱型土壌コア採集器を用いた。移行係数
の推定結果を以下の表に示す。試料中の放射能値は数値の変動幅が大きいため、ここでは 137Cs
の数値が最大の場合と、その土壌の測定値を示した。これによると、ツツジ科の３種では、生育
土壌よりも放射性セシウムが多く含有されている。これは寄生菌によって土壌中のセシウムが
植物体に移行・濃縮されたものと考察される。これら３種の寄生菌種はいずれもベニタケ科ベニ
タケ属の種であり、コナラ属の外生菌根菌として知られていることから、採集地におけるミズナ
ラの根を覆う菌として機能していたと思われる。放射能の数値が高いのは、未除染の森林の土壌
表層 5cm にこれらの植物の根があったことにより、土壌表層に多く残留するセシウムが菌糸を
伝わって植物体に移行したと考察される。このことは、塊茎が深さ 15cm に位置していたオニノ
ヤガラで土壌と植物体の両方の放射性セシウムの放射能が少ない理由とも考えられる。 
 結論として、未除染の森林においては、土壌表層に相当量の 137Cs が残留しており、これらは
菌根菌を介して植物の間を移動していること、すなわち動的な状態にあることを示唆している。
放射性セシウムは土壌表層に固着して動かないという概念とは異なり、しかしその場所から移
動しないことから、植物と菌の間を巡る「動的な平衡状態」にあると言える。 
 

 

３）課題４の成果 
目的(4)の川内村への提案については、川内村役場で村長を始め関連部署の方々に対し、天地
返しによるキャンプ場の除染事業などを提案させて頂いた。しかし、経費の問題等があり、また、
現在の空間線量でも事故前と大きく生活パターンを変える必要はない、という課題１，２の成果
も考慮すると、積極的に除染事業を進めるメリットは少ないという結論となり、実際の除染事業
の実施には至らなかった。この結論に科学的裏付けを与えることができたことも、本研究の重要
な成果の一つであると考えている。 
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表１ 本研究で解析した４種の菌従属栄養植物における放射性セシウム含有放射能、生育土壌の放射能、
137Csの移行係数ならびに推定された寄生菌種名 
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